








































































































































第三回行政査察は、1936 年度陸軍原価調査から約 7 年後の 1943 年 9 月から 10 月にかけて















第 3 章では、中島飛行機の機体事業の実態を、三菱重工業と対比しつつ明らかにした。 
中島飛行機は創立から敗戦までの 28 年間で陸海軍機 48 機種を試作し、その内 20 機種が制
式化され、さらに 20 機種の改造型を開発・生産した。太平洋戦争期に限ると、陸軍機では、
試作のみが 2 機種、原型制式化が 3 機種、改造型制式化が 6 機種の合計 11 機種であった。海
軍機では試作のみが 3 機種、原型制式化が 3 機種、改造型制式化が 4 機種で合計 10 機種、加
えて転換生産が 4 機種あった。同様に、太平洋戦争期の三菱重工業について整理すると、陸軍
機では試作のみが 2 機種、原型制式化 1 機種、改造制式化 4 機種、海軍機では試作のみが 3 機
種、原型制式化 2 機種、改造型制式化 10 機種であった。中島飛行機と三菱重工業は制式化機
種数で拮抗していた。 
陸軍戦闘機で主力となったのは、中島飛行機が開発した 97 式戦闘機、１式戦闘機「隼」、2





陸軍爆撃機の主力は、三菱重工業が開発した 97 式重爆、4 式重爆「飛龍」および中島飛行




















人当たり生産重量という尺度でみた生産能率では、1944 年 4 月に両社が均衡するまで、三菱










第 4 章では、中島飛行機のエンジン事業の実態を、三菱重工業との対比で明らかにした。 
中島飛行機が 1924 年にエンジン事業に進出して 1937 年に日本が戦時体制に移行するまで
わずか 13 年、太平洋戦争開戦まででも 17 年である。この短期間に世界水準の航空エンジンを
開発しようとしたことが、中島飛行機のエンジン事業の特質に現れているものと考えられる。
三菱重工業がエンジン事業を開始したのが 1916 年であるから、中島は 8 年遅れのスタートで
ある。アメリカの 2 大メーカーについては、Wright Aeronautical 社は、ライト兄弟がエンジ
ン開発を始めた 1902 年からの実績に裏付けられた技術の蓄積があった。Pratt & Whitney 社
は 1925 年の設立であるが、設立者の F.B.Rentschler は Wright Aeronautical 社の社長を務め
た技術者で、Wright Aeronautical 社のチーフ・エンジニア、チーフ・デザイナーも同時に Pratt 







日米両国の実戦機に搭載されたエンジンは、単列 9 気筒から、2 列 14 気筒さらに 2 列 18 気
筒と性能向上が図られた。中島飛行機、三菱重工業、アメリカの 2 社の代表的エンジンについ
て、離昇馬力、高空性能、排気量当たり馬力、正面面積当たり馬力、馬力当たり重量を比較し
た。中島飛行機の 2 列 14 気筒「栄」は零戦、「隼」などに搭載され、日本の最多量産エンジン




中島飛行機は 1941-1945 年に 48.5 百万馬力を生産した。三菱重工業は、中島飛行機の 1.25
倍、60.8 百万馬力を生産した。エンジン生産能率では、筆者の計算によれば、中島飛行機の生














貸借対照表から明らかになったことは、中島飛行機は 1938 年 11 月に 5 千万円に増資した以降
は、増産資金を命令融資に頼り、急速に借金体質となったことである。太平洋戦争期に、日本
の航空機産業は膨大な戦時利得を上げたといわれるが、敗戦までに中島飛行機が新たに蓄積で
きた純資産はわずか 17 百万円と推定でき、膨大な戦時利得を手にしたわけではなかった。 
生産高純利益率は、戦時期に生産高が急増したにもかかわらず低下を続け、1944 年 12 月期
には 0.6%にまで下がった。自己資本が異常に低い状態で、配当率が決められていたゆえの低















産業側は小規模な 11 社への分割を選択した。富士産業側の主張は、「戦後、傘下の 15 工場は、
事実上独立して独立採算制のもとに、経営を行ってきた。その歴史も、今日になっては長いも
のといわなければならない。それを今整理統合しようとすれば、いろいろな悶着が起こる。そ
れをかりに収めることができたとしても、その後がうまくいかないだろう」というものであっ
た。 
一方、三菱重工業は財閥支配力を弱めようと、多数社に分割しようとする動きが恐らくあっ
たと推測される中で、地域分割の 3 社分割という形に落ち着いた。新興企業中島飛行機には遠
心力が働き、財閥の一部門であった伝統企業三菱重工業には求心力が働いたのである。創立後
高々28 年、それも日中戦争期から急膨張した中島飛行機には、共通した企業文化を育てる時
間はなかったものと思われる。中島知久平というカリスマが公職追放となった状態では、「群
雄割拠」といわれた中島飛行機には、将来の再興の意志を持ちそれを実行に移し得る経営者が
不在であったといえる。 
 
本論文では、従来の中島飛行機研究では対象とされなかった、機体およびエンジンの技術面
および生産面にまで研究の範囲を広げ、且つ競合会社であった三菱重工業と対比することで、
中島飛行機の実態をより明らかにすることができた。 
中島飛行機が存続した 28年間は、「航空機産業の民営化を旗印に、中島知久平により創立さ
れた個人企業が、太平洋戦争期には日本第 1の航空機製造会社となるまでに急膨張するが、そ
の過程で国策会社的性格を強め、最終的には民有国営化された歴史」と捉えることができるで
あろう。中島飛行機に期待されたのは、経営効率よりは、技術開発力と生産力であった。中島
飛行機は「放漫経営」を批判されたが、中島飛行機が日本の航空機産業の発展、さらに日本の
陸海軍航空戦力の増強に果たした貢献は減ずるものではない。まさに時間の切迫した「緊急」
増産が喫緊の課題であった状況下では、「準国策会社的」となっていた中島飛行機では、経営
効率よりは増産対策が最優先とされたのである。 
 
